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軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 12 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 最低 賃金 の 改善 と 中 小 企業 支援 の 拡充 を 求め る 意見 書 




















労働 者 の 4 割 が 非 正 規 雇用 化し 、4 人 に 1 人 が 年 収 2 0 0 万 円 以下 の ワー キン グ ・ プ ア 
と な り 、 平 均 賃金 は 2 0 0 0 年 に 比べ 1 5% も 目減り し 、 消 費 低 迷 、 生 産 縮小 、 雇 用 破壊 
と 貧困 の 拡大 を 招く な か 、 政 府 が 「 賃 上 げに よる 経済 の 好 循 環 」 を めざす と 言わ ざる を 得 
な く な っ て いる 。 

2018 年 の 地域 別 最低 賃金 は 、 最 高 の 東京 で 時 給 9 8 5 円 、 岩 手 県 で は 7 6 2 円 、 最 
も 低い 鹿児島 県 で は 7 6 1 円 と 地域 間 格 差 が 大 きく 、 若 い 労 働 者 の 都市 部 へ の 流出 を 招い 
て し まっ て いる 。 

安倍 首相 は 、「 最 低 賃 金 を 毎年 3 % 程 度 引 き 上 げ て 、 加重 平均 で 1 0 0 0 円 を めざす 」 と 

述べ 、「GDP に ふさ わし い 最 低 賃金 に する 」 と し て 引き 上 げ を 進め る と 述べ て いる 。 また 、 
2 0 1 0 年 に 行わ れ た 雇用 戦略 対話 で は 「 で きる 限り 早期 に 全国 最低 8 0 0 円 を 確保 し 、 
景気 状況 に 配慮 し つつ 、 2 0 2 0 年 まで に 全国 平均 1 0 0 0 円 を めざす 」 と し た 「 政 労使 
に よる 三 者 合意 」 が 成立 し て いる 。 
“最低 賃金 1 0 0 0 円 以上 ” は 、 中 小 企業 に は 支払 い が 困難 と の 意見 も ちる こと か ら 、 
政府 は 中 小 企 業 へ の 支援 策 を 拡充 し な が ら 最 低 賃 金 の 引き 上 げ を 支え る こと が 求め られ 
る 。 

よっ て 政府 は 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 

















































































































































































































































































































































































































1. 政府 は 、「 雇 用 戦略 対話 に お ける 最低 賃金 の 引き 上 げに 関す る 合意 」 に 基づき 、「 で き 
国 最低 8 0 0 円 を 確保 し 、 2 0 2 0 年 まで に 全国 平均 1 0 0 0 円 を め ざ 

させ る こと 。 

2. 政府 は 、 全 国 一 律 最低 賃金 制度 の 確立 な ど 、 地 域 間 格差 を 縮小 させ る た め の 施 策 を 進 



























































































































































3. 政府 は 、 中 小 企業 の 負担 を 軽減 する た め の 直 接 支 援 と し て 、 中 小 企業 と そこ で 働く 労 
働 者 の 社会 保険 料 負 担 や 税 の 減免 制度 な ど を 実現 する こと 。 

4. 中 小 企業 に 対す る 大 企業 に よる 優越 的 地位 の 溢 用 、 代 金 買い 叩き や 支払 い 遅延 等 を な 
くす た め 、 法 整備 を 含む 対策 を 講じ る こと 。 





















































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 いた し 
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矢 巾 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 19 日 

【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 内 閣 官房 長官 衆議院 議長 参議 院 議 

【 件 名 】 全 国 知事 会 の 「 米 軍 基 地 負 担 に 関す る 提言 」 の 主旨 に 基づい て 、 地 方 自治 
の 根幹 を 脅かす 日 米 地位 協定 の 見 直し を 国 に 求め る 意見 書 

















日 米 地位 協定 は 、 日 本 国 憲 法 の 理念 、 そ し て 地方 自治 の 根幹 を も 揺るが し か ね な い 協 定 
で す 。 日 米 地位 協定 の 考え 方 la 第 2 条 第 1 項 に 「 米 軍 は 、 わ が 国 の 施政 権 下 に あ 
る 領域 内 で あれ ば 、 ど こ に で も 施設 ・ 区 域 の 提供 を 求め られ る 権利 が 認め られ て いる ・ 
a こ 同意 Ce と は 、 安 保 条 約 に お いて 予想 され て いな い 」 と 
ある よう に 、 日 本 全国 どこ に で も 米 軍 基地 が 出来 る 可能 性 が ある 事 に な っ て いま す 。 
そん な 中 、 全 国 知 事 全 で は 、 2016 年 11 月 か ら 6 回 に 渡り 「 米 軍 基 地 負 担 に 関す る 
研究 会 」 を 開催 し 、2018 年 7 月 に と て も 意味 の ある 提言 を 発表 し まし た 。 

そこ で 、 矢 巾 町 議会 は 、 国 に 対し 下記 の こと を 強く 要請 し ます 。 
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1 日 米 地位 協定 の 見 直し を する こと 。 
2 国 は 地方 自治 の 権限 を 保証 する こと 。 















































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し 
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矢巾 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 19 日 


【 提 
【 件 


出 先 】 内 閣 総 理大 臣 内 閣 官房 長官 
名 】 放課後 児童 クラ ブ の 職員 配置 基準 等 堅持 及び 放課後 児童 支援 上 等 の 処 骨 改 


普 を 求め る 意見 書 








厚生 労働 大 臣 衆議院 議長 


参議 院 議長 




















放課後 児童 クラ ブ は 、 保 護 者 が 就労 等 に より 昼間 家庭 に いな い 児 童 に 、 放 課 後 等 に 安全 
ほ 全 な 育成 を 


に 安心 し て 生活 で きる た め の 遊 び 及 び 生 活 の 場 を 提供 し 、 そ の 傾 
る 。 児童 の 安全 を 確保 する た め に は 、 

















目 香 





























ノロ 里 . 














か 、 そ の 職員 以外 に 児童 に 対応 する 者 が 必要 に な る な どの 弄 




















見 守る 職員 の 体 | 
































図る も の で あ 
前 は 万 全 で ある 必要 が ある 。 
合 、 そ れ に 対応 する 職員 の ほ 
E 由 か ら 、 職 員 の 複数 配置 が 必 











要 と され て いる 。 ま た 、 放 課 後 児童 クラ ブ に 配置 され る 放課後 児童 支援 員 等 に つい て は 、 
研修 等 に より 資質 を 向上 させ て いく こと も 必要 と され て いる こと か ら 、 こ れ ら の 職員 の 配 











うべ き 基 
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置 等 に つい て は 国 が 基準 を 定め 、 市 町 村 が 放課後 児童 クラ ブ に 関す る 条例 を 


準 と され て いる 。 























定め る 際 に 従 





一 方 、 地 方 分 権 改 革 の 提案 募集 に お いて 、 全 国 的 に 放課後 児童 クラ ブ の 人 材 不 足 の 深刻 


化 に より その 運 








が 地方 か ら 国 ( 












































こ 提 出さ れ た 。 これ を 受け 、 国 





















































還 営 に 支障 が 生じ て いる と し て 、 当 該 従う べき 基準 の 規制 緩和 を 求め る 提案 
は 、 当 該 従う べき 基準 を 参 本 化す る こと に つ 
、 地 方 分 権 の 議論 の 場 で 検討 する こと と し て いる 。 
従う べき 基準 を 緩和 し て 職員 が 1 名 で 多く の 児童 を 受け 持つ こと に な っ た 場 
は 、 放 課 後 児童 クラ ブ の 児童 の 安全 が 確保 で き な い 可能 性 が ある 。 放課後 児童 クラ ブ 








の 運営 に お いて 最 優先 すべ きこ と は 児童 の 安全 の 確保 で あり 、 こ の た め の 最 低 基準 と し て 











当該 従う べき 
いと いう 理 
また 、 放 課 後 児童 クラ ブ に お ける 児童 の 安全 を 確保 する た め に は 、 放 課 後 児童 支援 員 等 



































に よっ て 緩和 すべ き で は な い 。 





















































E 準 が 定め られ た も の で ある 。 これ を 単に 放課後 児童 クラ ブ の 人 員 の 確保 が 
































の 量 的 な 確保 と その 質 の 向上 が 不可 欠 で ある 。 そ の た め 、 国 に お いて は 経験 等 に 応じ た 処 


遇 改善 を 進め る た め の 事 業 を 始め た が 、 そ の 要 何 



































E が 厳し いこ と か ら 事 業 の 活 


ら ず 、 放 課 後 児 童 支 援 員 等 の 処遇 の 改善 は いま だ 不 十分 な 状態 で ある 。 


よっ て 、 国 ( 





こ お い て は 、 ト 下記 の 措置 を 講ず る よう 強く 求め る 。 
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う &% 
童 文 援 員 等 に つい て 、 給 与 等 の 処遇 の 改 
































以上 、 地 方 E 














治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提 

















HH する 。 











療 の 更 な る 対策 を 推 

















用 が 3 











ラブ の 職員 配置 基準 等 に 係る 従う べき 基準 に つい て は 、 児童 の 安全 が 確 
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二 石 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 外務 大 臣 防衛 大 臣 
内 閣 官房 長官 沖縄 基地 負担 軽減 担当 大 臣 

【 件 名 】 米 軍 基 地 負 担 の 軽減 と 日 米 地 位 協定 の 見 直し を 求め る 意見 書 











全国 知事 会 は 、 沖 縄 県 を は じ め と する 在 日 米 軍 基 地 に 係る 基地 負担 の 状況 を 基地 等 の 所 
在 の 有無 に か か わら ず 広 く 理解 し 、 都 道府県 の 共通 理解 を 深め る こと を 目的 と し て 、 平 成 
28 年 11 月 に 「 米 軍 基 地 負 担 に 関す る 研究 会 」 を 設置 し 、6 回 に わた る 会 議 に お いて 、 日 
米 安全 保障 体制 と 日 本 を 取り 巻く 課題 、 米 軍 基 地 負 担 の 現状 と 負担 軽減 及び 日 米 地位 協定 
を テー マ に 意見 交換 を 行い 、 現状 や 改善 すべ き 課 題 に つい て 確認 し 、「 米 軍 基 地 負 担 に 関す 
る 提言 」 を 取り まとめ 、 平 成 30 年 7 月 27 日 に 開催 され た 全国 知事 会 議 に お いて 、 こ れ を 
決議 し て お り ま す 。 

よっ て 、 国 民 の 生命 ・ 財 産 や 領土 ・ 領 海 等 を 守る 立場 か ら 、 米 軍 基 地 人 負担 の 軽減 と 日 米 
地位 協定 の 見 直し を 求め て 取り まとめ た 「 米 軍 基 地 負 担 に 関す る 提言 」 に つい て 、 国 と し 
て 速やか に 検討 し 、 実 効 ある 措置 を と る よう 強く 要望 し ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 いた し ます 。 
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宇 石 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 31 年 3 月 20 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 放課後 児童 クラ ブ の 職員 配置 基準 等 の 堅持 を 求め る 意見 書 














放課後 児童 クラ ブ は 、 就 労 等 に より 昼間 家庭 に いな い 保護 者 の 児童 が 、 放 課 後 等 に 安全 
に 安心 し て 遊び 、 生 活 で きる 場 を 提供 し 、 健 全 な 育成 を 図る も の で あり 、 児 






































心 を 確保 する た め に は 、 児 童 を 見 守る 職員 体制 に 万 全 を 期す る べき で す 。 











































































































国 に お いて は 、 配 置 する 職員 に つい て 、 人 数 と 資質 に 係る 基準 を 設け て お り 、 和 突発 的 な 
事故 や 職員 が 研修 に 参加 する 場合 等 へ の 対応 の た め 、 児 童 の 安全 を 確保 する た め の 最 低 基 





上 
































準 と し て 、1 教室 に 対し て 放課後 児童 支援 員 1 名 以上 を 含む 職員 の 複数 配置 を 必要 と する 
基準 を 定め て いま す 。 こ の 職員 配置 基準 は 、 市 町 村 が 条例 を 定め る 際 に 従う べき も の と さ 





















































れ て いま す 。 
一 方 、 地 方 分 権 改 革 の 提案 に お いて 、 放 課 後 児童 クラ ブ の 運営 を 取り 巻 



































く 環 境 


は 極め て 


厳し く 、 そ の 主たる 要因 は 、 i 援 貞 等 の 深刻 な 人 材 不足 で ある と し て 、 従 う 2 ベ 


























き 基 準 の 規制 緩和 を 求め る 提案 が 地方 か ら 
し 、 次 期 通 常 国会 で 児童 福祉 法 を 改定 する と し て いま す 。 

































































国 に 提出 され 、 国 は 基準 を 参 陳 化す る 方 針 を 示 





人 口 減少 が 進む 地方 の 実情 は 理解 する も の の 、 従 うべ き 基 準 が 緩和 され 、 放 課 後 児童 支 
援 貞 の 資格 を 持た な い 職員 が 1 名 で 多く の 児童 に 対応 する こと に な れ ば 、 放 課 後 児童 クラ 
ブ の 運営 に お v i が 確保 で き な く な る お それ が あり ます 。 こ 
れ を 単に 職員 確保 が 難し いと いう 理 ら 緩和 すべ き で は あり ませ ん 。 放課後 児童 クラ フ 

に お ける 安全 を 確保 する た め の 買 の 向上 が 不可 欠 で す 。 




































































































































































よっ て 、 国 及び i こ お い て は 、 放 課 後 児童 クラ ブ の 職員 配置 














基 准 


等 ( こ か か る 














IT 











「 従 うべ き 基 準 」 に つい て 堅持 する よう 強く 求め ます 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 


















































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
金ケ崎 町 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 10 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 内 閣 官房 長官 防衛 大 臣 衆議院 議長 参議 院 議 


【 件 名 】 辺野古 新 基地 建設 の 


今年 の 2 月 2 4 日 に 投 開票 され た 
万 4 2 7 3 票 で 、 投 票 総数 の 7 1. 





義務 が 生じ る 投票 資格 者 総数 の 4 分 
えて 当選 し た 玉城 デニ ー 知 事 が 獲得 
た 。 療 成 は 1 1 万 4 9 3 3 票 で 、 反 対 が 状 成 の 3. 
民 は 、 県 知事 選挙 、 



























































この よう に 沖縄 県 
確 に 「 辺 野 古 新 基地 建設 ノー」 の 審 























ー 時 中 止 を 求め る 意見 書 












































沖縄 県 民 投票 の 結果 は 、 辺 野 古 新 基地 建設 反対 が 4 3 
7 % を 占め た 。 県 民 投票 条例 で 定め る 知事 の 結果 尊重 
の 1 を 超え 、 昨 年 9 月 の 知事 選 で 新 基地 建設 反対 を 訴 
し た 知事 選 過 去 最 

8 










































































県 民 投票 、 衆 議院 補欠 選挙 を 通し て 3 
圧倒 的 多数 で 下 し て いる 。 し か し 、 政 大 


























判 を 




















民 の 審判 を 


・ 視 し 、 工 事 を 続行 し て いる 。 








少な く と も 、 
E た 、 根 本 的 








Qr[ 








うべ き で ある 。 














政府 は 工事 を 一 時 中 止 し 、 真剣 に ? 


























# 決 の た め 、 日 本 政府 は 、 米 国 

















それ が 民主 主義 国家 の 政府 の ある べき 姿 で ある 


























の 圧 
間 基 } 














辺野古 沖 海底 に 「 広 大 な マヨ ネー ズ 並 の 軟弱 地盤 」 が 発見 され 、: 












































変更 許可 


た な く な る 可 痕 





の た め 真 剣 に 話し 合 


が 必要 に な る と 言わ れ て お り 、 


県 知事 の 


























米 
。 米 国 











も 民 ヨ 























可能 人 性 も ある 。 


モモ 義 国 家 で あり 、? 
国 的 多数 の 民意 を 無視 し た 新 基地 建設 を 望ん で いな いと 推 祭 され 、 
地 閉鎖 ・ 返 還 」 を 含め て 解決 の 道 が 見 つか る 





縄 県 と 解決 の 道 を 話し 合う べき で ある 。 
政府 、 沖 縄 県 を 含め た 3 者 で 解決 の 道 を 話し 























縄 県 民 





話し 合い で 「 

















音 大 























縄 県 知 

















に よる 設計 









































判断 に よっ て は 新 基 地 建 設 の 見 通し が 立 





BE 性 も ある 。 ま た 、 絶 滅 危 恨 種 の ジュ ゴン の 死亡 が 確認 され る な ど 、 工 事 に 
よる 環境 破壊 も 深刻 に な っ て いる 。 
以上 か ら 、 政 府 に 対し て 「 辺 野 古 新 基地 建設 














う 場 を 設け る こと 」 を 強く 求 














以上 、 地 方 E 





治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 









































一 時 中 止 し 、 沖 縄 県 及び 米国 政府 と 解決 








め る 。 





を 提出 し ます 。 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 10 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 内 閣 官房 長官 文部 科学 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 
衆議院 議長 参議 院 議 


【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 割合 2 分 の 1 復元 に 係る 意見 書 


学校 現場 で は 、 解 決 す べ き 課 題 が 山積 し て お り 、 子 ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する た 
め の 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 困難 な 状況 と な っ て いま す 。 特に 
小学 校 に お いて は 、 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 中 で あり 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 数 
の 調整 な ど 対 応 に 苦慮 し て いま す 。 豊か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 定 数 改善 な どの 施 
策 が 最 重要 課題 で す 。 ま た 、 学 校 現場 に お いて は 、 長 時 間 労 働 正 に むけ て 教職 員 の 働き 
方 改革 が 進め られ よう と し て いま す が 、 中 で も 教職 員 定 数 改善 は 欠か せま せん 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 小 泉 政権 下 の 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 割 
合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 上 厳し い 財 政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 
人 的 措置 等 を 行っ て いる 自治 体 も ちり ます が 、 自 治 体 間 の 教育 格差 が 生じ る こと は 大 き な 
問題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に むけ た 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 の どこ に 住 
ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 豊か な 子ども の 学び 
を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

こう し た 観点 か ら 、 令 和 2 年度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 され る よう 強く 要 
請 じ まず 。 































































































































































































本 























































































































































































































上 
1 . 子 ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 . 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 2 
分 の 1 に 復元 する こと 。 

















































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 

















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








二 石 町 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 

















学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化 する 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特に 小学 校 に 
お いて は 、 現 在 、 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 中 で あり 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 数 の 
調整 な ど 対応 に 苦 虐 する 状況 と な っ て いま す 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 定数 
改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 ま た 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に 
お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是正 が 必要 で あり 、 そ の た 
め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せん 。 
義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 平 成 18 年 度 か ら 国 庫 負 担 率 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 
1 に 引き 下げ られ まし た 。 厳し い 財 政 状 況 の 中 、 独 自 財 源 に より 人 的 措置 を 行っ て いる 自 
治 体 も ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと 自治 体 間 の 教育 格差 が 生じ る 
こと は 大 き な 間 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に な けた 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 
国 の どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 子 ども 
の ゆたか な 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ し られ る よう 強く 要 
請 し ます 。 



























































































































































































































































































































































































































































1 . 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 





































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 
































市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








FLI 


石 


手 町 


に 引き 下げ 
体 も あり ます が 、 地 方 E 
と は 大 き な 間 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 
の どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 ゆ た か な 
子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教 
体 が 計画 的 に 教 
請 し ます 。 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 17 日 


【 提 出 先 】 


【 件 


学校 現場 に お 


た め に は 、 教 材 1 
お いて は 、 現 在 、 
の 調整 な ど 対 応 に 苦 虐 する 状況 と な っ て いま す 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 定 
数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 ま た 、 明 日 
に お いて 、 教 


























衆議院 議長 


文部 科学 大 臣 


参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 


名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を は か る た め の 


2020 年 度 政府 予算 に 係る 意見 書 


ける 課題 が 複 











雑 化 ・ 





困難 化す る 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 














究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特 に 小学 校 に 








新 学 習 指導 















































> 、 と た 














義務 教育 費 攻 








E 負 担 制 











大 














られ 





























ま し た 。 厳し 


治 体 
























































要領 の 移行 期間 中 で あり 、 人 外国 











語 教育 実施 の た め の 授 業 時 数 



































日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 




















の 














職員 が 人 間 ら しい 働き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ の 
た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せん 。 
度 に つい て は 、2016 年 度 か ら 


























国庫 負担 率 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 
い 財 政 状況 の 中 、 独 自 財 源 に より 人 的 措置 を 行っ て いる 自治 
の 財政 を 圧迫 し て いる こと や や 自治体 間 の 教育 格差 が 生じ る こ 






















































































育 行政 を 進め 



































育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自 
る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 諸 


治 


じ ら れ る よう 強く 要 


























計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 






































教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 











義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 負 












































を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


以上 、 地 方 








rH 治 | 


法 第 

















99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 いた し ます 。 
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は 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 17 日 


【 提 
【 件 





過疎 対策 に つい て は 、 
特別 措置 法 の 制定 に より 、 
の 整備 や 産業 の 振興 な ど 一 


























し ヵ 
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る 森林 の 荒廃 や 度 重 な る 察 R 
し て いる 。 

















刻 な 状況 に 直 画 


出 先 】 内閣 総理 大 臣 


昭和 45 年 に 
































過疎 地域 は 、 


我が国 の 医 


土 の 過 半 











を 

















総務 大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 国土 交通 大 臣 
名 】 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 


[過疎 地域 対策 緊急 措置 法 」 制 定 以来 、4 次 に わた る 


























占め 、 豊 か な 





a 然 や 


回 























地域 で あり 、 都 
場 の 提供 、 





























過疎 地域 が 果たし て いる この よう な 多 秩 
民 に よっ て 支え られ て きた も の で ある 。 
足 進 特別 措置 法 」 は 令 和 3 年 3 月 末 を も っ て 失効 する こと と な る 





は 過疎 地域 の 住 
現行 の 「 過 疎 地域 目 














立 





市 に 対す る 食料 ・ 水 ・ 
災害 の 防止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防 」 
的 ・ 公 益 的 機能 は 民 











が 、 過 疎 地域 が 果たし て いる 多面 的 
き 、 過 疎 地域 に 対し て 総合 的 か つ 積 極 的 な 支援 を 充実 ・ 強 化し 、 有 
く 政 策 を 確立 ・ 推 進 する こと が 























過疎 地域 が 、 そ こ に 








る こと か ら 、 引 き 続 き 














以上 、 地 方 E 














持 さ れる こと は 、 同 時 【 
総合 的 な 過 
よっ て 、 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 


ト 


治 法 第 


エネ ルギー の 供給 、 



































吾 十 ・ 自 











また 、 森 林 管 理 の 放置 に 
河川 の 池 溢 な ど 、 極 め て 深 



































総合 的 な 過疎 対策 事業 が 実施 され 、 過 疎 地域 に お ける 生活 環境 
E の 成果 を 上 げた と ころ で ある 。 

し な が ら 、 依 然 と し て 多く の 集落 が 衰退 の 危機 に 瀬 し 、 
且 ・ 地 震 等 の 発生 に よる 林地 月 壊 、 


ピコ 


中 











釣 史 ・ 文 化 を 有する ふる さと の 


然 環境 の 保全 、 癒 し の 


止 な ど に 多大 な 貢献 を し て いる 。 
民 共 有 の 財産 で あり 、 そ れ 





・ 公 益 的 機能 を 今後 も 維持 し て いく た め に は 、 引 き 続 
































主 み 続 ける 住 





> 


E 要 で ある 。 
民 に と っ て 安心 








こ 、 都 市 を 


ェ カ 


め た 国 


全体 




















a 




















ニー 


99 条 の 規 





に 











より 意見 書 


を 提 








民 の 暮らし を 支え て い 





・ 安 全 に 暮らせ る 地域 と し て 健全 に 維 


の 安心 * 














安全 な 生活 に 寄与 する も の で あ 








日 


する 。 


呈 対 策 を 充実 強化 させ る こと が 必要 で ある 。 
を 強く 要望 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 18 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 
農林 水産 大 臣 国土 交通 大 臣 

【 件 名 】 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 











過疎 対策 に つい て は 、 昭 和 4 5 年 に 「 過 疎 地 域 対策 緊急 措置 法 」 制 定 以 来 、4 次 に わた 
る 特別 措置 法 の 制定 に より 、 総 合 的 な 過疎 対策 事業 が 実施 され 、 過 疎 地域 に お ける 生活 環 
境 の 整備 や 産業 の 振興 な ど 一 定 の 成果 を 上 げた と ころ で す 。 

し か し な が ら 、 依 然 と し て 多く の 集落 が 消滅 の 危機 に 河 し 、 ま た 、 和 森林 管理 の 放置 に よ 
る 森林 の 荒廃 や 度 重 な る 豪雨 ・ 地 震 等 の 発生 に よる 林地 月 壊 、 河 川 の 池 溢 な ど 、 極 め て 深 
刻 な 状況 に 直面 し て いま す 。 
過疎 地域 は 、 我 が 国 の 国土 の 過半 を 占め 、 豊 か な 自然 や 歴史 ・ 文 化 を 有する ふる さと の 
地域 で あり 、 都 市 に 対す る 食料 ・ 水 ・ エ ネル ギー の 供給 、 国 土 ・ 自 然 環境 の 保全 、 い や し 
の 場 の 提供 、 災 害 の 防止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防止 な ど に 多大 な 頁 献 を し て いま す 。 
過疎 地域 が 果たし て いる この よう な 多面 的 ・ 公 益 的 機能 は 国民 共有 の 財産 で や り 、 そ れ 
は 過疎 地域 の 住民 に よっ て 支え られ て きた も の で す 。 

現行 の 「 過 疎 地 域 自 立 促 進 特別 措置 法 」 は 令 和 3 年 3 月 末 を も っ て 失効 する こと と な り 
ます が 、 過 疎 地 域 が 果たし て いる 多面 的 ・ 公 益 的 機能 を 今後 も 維持 し て いく た め に は 、 引 
き 続 き 、 過 疎 地 域 に 対し て 総合 的 か つ 積 極 的 な 支援 を 充実 ・ 強 化し 、 住 民 の 暮らし を 支え 
て いく 政策 を 確立 ・ 推 進 す る こと が 重要 で す 。 

過疎 地域 が 、 そ こ に 住み 続け る 住民 に と っ て 安全 ・ 安 心して 暮らせ る 地域 と し て 健全 に 
維持 され る こと は 、 同 時 に 、 都 市 を も 含め た 国民 全体 の 安全 ・ 安 心 な 生活 に 寄与 する も の 
で ある こと か ら 、 引 き 続 き 総合 的 な 過疎 対策 を 充実 強化 させ る こと か 必要 で す 。 

よっ て 、 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 を 強く 要望 し ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








宮 古 市 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 21 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 
文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 


(趣旨 ) 
子ども た ちの ゆたか な 学び を 保障 し 、 教 職員 の 長 時 間 労 働 正 実現 の た め 、 計 画 的 な 教 
職員 定数 改善 の 推進 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと を 強 
く 要 望 す る 。 






























































(理由 ) 

学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化 する 中 で 、 子 ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 す 
る た め に は 、 教 材 研 究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で ある 。 特 に 小学 
校 に お いて は 、 昨 年 度 か ら 新 学 習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 
時 間 の 調整 な ど 対 応 に 苦慮 する 状況 と な っ て お り 、 子 ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め の 教 職員 定数 改善 が 最 重 要 課題 と な っ て いる 。 
また 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 
方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 が 欠か せな い 
も の と な っ て いる 。 
義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 小 泉 政権 下 の 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 、 国 庫 負 # 
率 が 2 分 の 1 から 3 分 の 1 に 引き 下げ られ た 。 厳しい 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 で 人 的 措置 
を 行なっ て いる 自治 体 も あり 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 間 の 教育 格 
差 が 生じ る こと は 大 き な 問 題 で ある 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 を 行い 、 
子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと は 憲法 上 の 要請 
で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、2020 年 度 政府 予算 編成 に お いて 、 教 職員 定数 改善 の 推進 と 義務 
教育 費 の 国庫 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する よう 強く 要望 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








【 件 





せん で し た が 、 
し て いる 自 
い ヨ 


学 2 
る こと で 








【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 21 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 


子ども の 医療 費 助成 制度 を 拡充 する 自治 体 が 急増 し て いま す 。 厚 生 % 
学校 卒業 まで 助成 し て いる 自治 体 は 通院 
2017 年 は 7 9. 
合体 は 2 0 0 1 年 で 1 . 
ます 。 国 は 2 0 0 8 年 より 未 就 
れ で も 不 十 分 で ある た め 、 自 治 体 ( 
た 。 




















レッ 











に 





















































厚生 労働 大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 
名 】 子 ども の 医療 費 助成 の 拡充 を 求め る 意見 書 

































































































































































Im 











ティ を 科す の で し ょ うか 。 
れる よう に 国 の 責務 で は な いで し ょ うか 。 
親 の 所 得 や 居住 する 地域 に より 子ども の 受診 が 左右 され て は な り ま せん 。 親 の 所 得 に 関 
係 な くど この 地域 に 住ん で いて も 子ども の 医療 が 受け られ る よう 、 
国 一 律 で 窓口 負担 を 無料 と する べき で す 。 

E し て は 子ども の 命 と 健康 を 守る た め 、 次 の 項目 に つい て 


で 全 




















こま 人 
に 受診 し 


型 は 窓口 負担 を 引き 下げ れ ば 安易 
卒業 まで 無料 と し た 群馬 県 で は 、 
E 症 化 を 防い で いる と 考え 
、 無 料 化 前 より 一 人 当たり の 医療 費 
国 は 昨年 度 よ り 、 未 就学 児 に 限り 、 
型 庫 負 担 金 の 削減 (マナ ル テ ィ ) を 撤廃 し き 
ペナルティ は 継続 され 


















































Van 




































































以上 の こと か ら 、 国 に お か れ 3 





早期 の 実現 を 求め ます 。 























記 











国 は 中 学卒 業 まで 医療 費 窓 























負担 を 無料 に し て 下さ い 






































下さ い 














以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に よ 











習 は 医療 費 助 成 の 現物 給付 を 行っ て いる 自治 体 に 対す る 国庫 負 


















































医療 費 に お いて 2001 年 
7 296 と どなり まし た 。 同じく 中 卒 ま で 入院 
7 9% で し た が 、2 0 1 7 年 は 9 0. 

の 窓口 負担 を 3 割か ら 2 割 へ 引き 下げ まし た が 、 
自 の 財源 で 子ども 医療 費 助成 の 拡充 を 進め て きま し 











し 医療 費 を 膨張 させ る と 主張 
時 間 外 受診 件 数 は 減少 し て お り 、 
られ ます 。 岐阜 県 大 垣 市 も 1 8 歳 ま で 3 
は 減少 し て お り 「 医 療 費 膨 張 」 は 起 
医療 費 助成 で 現物 給付 を 行っ て いる 市 町 村 に 
し た 。 し か し 小学 生 以 降 の 現物 給付 に 
E す 。 な ぜ 国 は 患者 負担 軽減 に 努力 し て いる 自 
そもそも 国民 の 健康 を 守る こと は 、 日 




























































































り 意 見 書 を 提出 し ます 。 


の 調査 で は 、 
に 過ぎ ま 
半 
3 % も 実施 し て 





そ 





FH 





志和 で 
無料 と し まし た 
ませ ん 。 
対す る 
対す る 
治 体 に 対し て ペナ ル 
本 国 憲 法 2 5 条 で 規定 さ 





E ず は 中 学卒 業 


担 金 の 削減 を 撤廃 し て 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








滝 沢 市 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 21 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特に 小学 校 に 
お いて は 、 現 在 、 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 で あり 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 数 の 調 
整 な ど 対 応 に 苦 虐 する 状況 と な っ て いま す 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教職 員 定 数 の 
改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 で す 。 ま た 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に 
お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ の た 
め の 教 職員 定数 改善 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せん 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 2 0 0 6 年 度 か ら 国 庫 負 担 率 が 2 分 の 1 か ら 3 分 
の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 的 措置 を 行っ て いる 
沿 体 も ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 間 の 教育 格差 が 生じ 
る こと は 大 き な 問 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に むけ た 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 
全国 の どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 ゆ た 
か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 情勢 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め られ る よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ られ る よう 強く 要請 し ます 。 























































































































































































































































































































































































































記 


1. 計画 的 な 教職 員 定数 改善 を 推進 する こと 。 
2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








大 船渡 市 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 25 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 


学校 現場 で は 、 解 決 す べ き 課 題 が 山積 し て お り 、 子 ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する た 
め の 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 困難 な 状況 と な っ て いる 。 
特に 小学 校 に お いて は 、 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 中 で あり 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 
業 時 数 の 調整 な ど 対応 に 苦慮 し て いる 。 
豊か な 学び の 実現 の た め に は 、 教 職員 定数 改善 な どの 施策 が 最 重 要 課題 で ある 。 
また 、 学 校 現場 に お いて は 、 長 時 間 労 働 是 正 に な け て 教職 員 の 働き 方 改革 が 進め られ よ 
うと し て いる が 、 中 で も 教職 員 定 数 改善 は 欠か せな い 。 
義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国 
3 分 の 1 に 引き 下げ られ た 。 
厳し い 財 政 状況 の 中 、 独 自 財 源 に より 人 的 措置 等 を 行っ て いる 自治 体 も ちる が 、 自 治 体 
間 の 教育 格差 が 生じ る こと は 大 き な 問 題 で ある 。 
国 の 施策 と し て 定数 改善 に な けた 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 の どこ に 住ん で いて 
も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で あり 、 豊 か な 子ども の 学び を 保障 
する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で ある 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 体 が 計画 的 に 
教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ られ る よう 強く 要望 する 。 
記 

1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 
2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
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負担 率 が 2 分 の 1 か ら 














































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 
【 提 出 先 
【 件 名 





過疎 対策 に 
特別 措置 法 の 
の 整備 産業 

し か し な が 




















】 令 和 元 年 6 月 26 日 
】 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 国土 交通 大 臣 
】 新た な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 

















つい て は 、 昭 和 45 年 に 「 過 疎 地 域 対策 緊急 措置 法 」 制 定 以来 、4 次 に わた る 
制定 に より 、 総 合 的 な 過疎 対策 事業 が 実施 され 、 過 疎 地 域 に お ける 生活 環境 
の 振興 な ど 一 定 の 成果 を 上 げた と ころ で ある 。 

ら 、 依 然 と し て 多く の 集落 が 消滅 の 危機 に 瀬 し 、 ま た 、 森 林 管 理 の 放置 に よ 
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る 森林 の 荒廃 や 度 重なる 喪 雨 、 地 震 等 の 発生 に よる 林地 月 壊 、 河 川 の 池 溢 な ど 、 極 め て 深 




















刻 な 状況 に 直 軸 








過疎 地域 は 
域 で あり 、 都 
の 場 の 提供 、 
地域 が 果たし 
過疎 地域 の 住 

現行 の 「 過 





し て いる 。 
、 我 が 国 の 国土 の 過半 を 占め 、 豊 か な 自然 や 歴史 文化 を 有する ふる さと の 地 
市 に 対す る 食料 、 水 及び エネ ルギー の 供給 、 国 土 及 び 自 然 環境 の 保全 、 癒 し 
災害 の 防止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防止 等 に 多大 な 貢献 を し て いる 。 過疎 
て いる この よう な 多面 的 か つ 公 益 的 機能 は 、 国民 共有 の 財産 で や り 、 それ は 、 
民 に よっ て 支え られ て きた も の で ある 。 

疎 地 域 自 立 促進 特別 措置 法 」 は 、 令 和 3 年 3 月 末 を も っ て 失効 する こと と な 

































































































































































る が 、 過 疎 地 
き 続 き 、 過 貴 
いく 政策 を 確 
また 、 過 貴 
全 に 維持 され 
も の で ある こ 
よっ て 、 新 

















以上 、 地 方 E 





域 が 果たし て いる 多面 的 か つ 公 益 的 機能 を 今後 も 維持 し て いく た め に は 、 引 
地域 に 対し て 総合 的 か つ 積 極 的 な 支援 を 充実 強化 し 、 住 民 の 暮らし を 支え て 
立 し 、 推 進 す る こと が 重要 で ある 。 

地域 が 、 そ こ に 住み 続け る 住民 に と っ て 安心 で 安全 に 暮らせ る 地域 と し て 健 
る こと は 、 同 時 に 、 都 市 を も 含め た 国民 全体 の 安心 で 安全 な 生活 に 寄与 する 
と か ら も 、 引き続き 、 総合 的 な 過疎 対策 を 充実 強化 させ る こと が 必要 で ある 。 
た な 過疎 対策 法 の 制定 を 強く 要望 する 。 








































































































治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 26 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 外務 大 臣 防衛 大 臣 
内 閣 官房 長官 沖縄 基地 負担 軽減 担当 大 臣 

【 件 名 】 沖 縄 県 民 投票 の 結果 を 尊重 し 、 辺 野 古 埋立 工事 を 中 止 し 、 沖 縄 県 と 誠意 を 
も っ て 協議 を 行う こと を 求め る 意見 書 

















沖縄 県 に お いて は 、 地 方 自治 法 第 74 条 に よる 県 民 の 直接 請求 に 基づき 、 昨 年 10 月 31 
日 、 辺 野 古米 軍 基 地 建 設 の た め の 埋 立て の 賛否 を 問う 県 民 投票 条例 を 公布 し 、 本 年 2 月 24 
日 に 投票 が 行わ れ た 。 
投票 の 結果 は 、 辺 野 古 埋立 て の 反対 票 が 71.7% を 占め る に 至っ た 。 

玉城 デニ ー 沖 縄 県 知事 は 、 条 例 の 規定 に 基づい て 県 民 投 票 の 結果 を 内 閣 総 理大 臣 及 び ア 
メリ カ 合 衆 国 大 統領 に 通知 し 、 安 倍 晋 三 首相 に 新 基地 建設 断念 と 日 米 両 政府 と 沖縄 県 に よ 
る 話合い の 場 を 設け る こと を 提案 し た 。 

し か し 、 安 倍 晋 三 首相 は 埋立 工事 の 継続 を 表明 し 、 三 者 協議 に つい て は 進展 が み ら れ な 
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県 民 投票 に お いて 埋立 て 反対 と いう 沖縄 県 民 の 明確 な 民意 が 示さ れ た 以上 、 憲 法 が 保障 
する 地方 自治 と 民主 主義 、 国 民主 権 を 踏ま えた 真琴 な 対応 が 求め られ て いる 。 

こ お い て は 、 地 方 自治 と 民主 主義 を 尊重 し 、 沖 縄 県 民 の 投票 結果 を 踏ま え 、 
事 を 中 止 し 、 沖 縄 県 と 誠意 を も っ て 協議 を 行う こと を 強く 要望 する 。 



































































































































9 て 
dO 
時 2 
ln に 



































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 26 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 内 閣 官房 長官 総務 大 臣 
財務 大 臣 文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 に 係る 意見 書 





学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化 する 中 で 、 子 ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特に 小学 校 に 
お いて は 、2018 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 業 時 
数 の 調整 な ど 対応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いま す 。 豊 か な 学び の 実現 の た め に は 、 教 職員 
定数 改善 な どの 施策 が 最 重 要 課 題 で す 。 ま た 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現 
場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是正 が 必要 で あり 、 そ 
の た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せん 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 人 小泉 政権 下 の 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 
が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に より 人 
的 措置 を 行っ て いる 自治 体 も ああ ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 
間 の 教育 格差 が 生じ る こと は 大 き な 問 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 
を し 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 












































































































































































































































































































































よっ て 、 豊 か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で ある こと か ら 、2020 
年 度 政府 予算 編成 に お いて 、 下 記事 項 が 実現 され る よう 強く 要望 し ます 。 


























記 


1 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 
2 分 の 1 に 復元 する こと 。 











































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 27 日 

【 提 出 先 】 衆 議員 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 
農林 水産 大 臣 国土 交通 大 臣 

【 件 名 】 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 














過疎 対策 に つい て は 、 昭 和 4 5 年 「 過 疎 地域 対 策 緊急 措置 法 」 制 定 以来 、4 次 に わた る 
特別 措置 法 の 制定 に より 、 総 合 的 な 過疎 対策 事業 が 実施 され 、 過 疎 地 域 に お ける 生活 環境 
の 整備 や 産業 振興 な ど 一 定 の 成果 を 上 げた と ころ で ある 。 

し か し な が ら 、 依 然 と し て 多く の 集落 が 消滅 の 危機 に 賞 し 、 ま た 、 和 森林 管理 の 放置 に よ 
る 森林 の 荒廃 や 度 重 な る 豪雨 ・ 地 震 等 の 発生 に よる 林地 月 壊 、 河 川 の 池 溢 な ど 、 極 め て 深 
刻 な 状況 に 直面 し て いる 。 

過疎 地域 は 、 我 が 国 の 国土 の 過半 を 占め 、 豊 か な 自然 や 歴史 ・ 文 化 を 有する ふる さと の 
地域 で あり 、 都 市 に 対す る 飲料 ・ 水 ・ エ ネル ギー の 供給 、 国 土 ・ 自 然 環境 の 保全 、 い や し 
の 場 の 提供 、 災 害 の 防止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防止 な ど に 多大 な 真 献 を し て いる 。 

過疎 地域 が 果たし て いる この よう な 多面 的 ・ 公 益 的 機能 は 国民 共有 の 財産 で や り 、 そ れ 
は 過疎 地域 の 住民 に よっ て 支え られ て きた も の で ある 。 

現行 の 「 過 疎 地 域 自 立 促進 特別 措置 法 」 は 令 和 3 年 3 月 末 を も っ て 失効 する こと と な る 
が 、 過 疎 地 域 が 果たし て いる 多面 的 ・ 公 人 益 的 機能 を 今後 も 維持 し て いく た め に は 、 引 き 続 
き 、 過 疎 地 域 に 対し て 総合 的 か つ 積 極 的 な 支援 を 充実 ・ 強 化し 、 住 民 の 暮らし を 支え て い 
く 政 策 を 確立 ・ 推 進 す る こと が 重要 で ある 。 

過疎 地域 が 、 そ こ に 住み 続け る 住民 に と っ て 安心 ・ 安 全 に 暮らせ る 地域 と し て 健全 に 維 
持 さ れる こと は 、 同 時 に 、 都 市 を も 含め た 国民 全体 の 安心 ・ 安 全 な 生活 に 寄与 する も の で 
ある こと か ら 、 引 き 続 き 総合 的 な 過疎 対策 を 充実 ・ 強 化 さ せる こと が 重要 で ある 。 

よっ て 、 新 た な 過疎 対策 法 の 制定 を 強く 要望 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








北 上 市 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 28 日 


【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 
【 件 名 】30 人 以下 学級 の 実現 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と 拡充 及び 教育 予算 


の 拡充 を 求め る 意見 書 





子ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する た め に は 、 教 職員 が 教材 研究 や 授業 準備 を 行う 時 間 
を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 学校 現 場 で は 、 不 登校 や いじ め の 深 刻 化 、 支 援 を 必 
新 学 習 指導 要領 へ の 対応 も 迫 ら れ て お り 、 教 


要 と する 子ども の 多様 化 な どの 課題 の ほか 、 











職員 の 負担 は 増大 し 、 長 時 間 労働 が 社会 問題 に な っ て い 
働き 方 改革 が 進め られ て いま す が 、 教 職員 定数 の 改善 も 欠か せ 3 


















































ます まこ の 














是正 の た め 、 教 職員 の 














ませ ん 。 また 、 一 人 ひと り 


の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、OE CD 諸国 並み に 1 クラ ス の 学級 規模 を 引き 下 


げ る 必要 が あり ます 。 
























































義務 教育 費 国 庫 負 担 制度 に つい て は 、 国 の 三位一体 改革 に より 、 国 の 負担 割合 が 2 分 の 






































1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 こ れ に より 、 教 育 予 算 は 地方 自治 体 の 財政 を 圧迫 


























し て いま す 。 茂 し い 財 政 状 況 の 中 、 独 自 財源 に よる 人 的 措置 を 行っ て いる 自治 体 も あり ま 




































































す が 、 自 治 体 間 の 教育 水準 格差 と いう 問題 も 生じ て いま す 。 自 治 体 の 財政 状況 に 左右 され 
る こと な く 、 す べ て の 子ども た ち が 一 定 水準 の 教育 を 受け る た め に は 、 全 国 す べ て の 地域 


























に お いて 必要 な 教職 員 を 確保 する た め の 財 源 保障 と し て 、 国 の 負 
する 必要 が あり ます 。 ま た 、 学 校 施設 の 老朽 化 や 耐震 不足 へ の 対 
ど 、 教 育 環 境 の 整備 に 関す る 予算 全体 の 拡充 も 求め られ て いま す 




































































担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 
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応 、 

















通学 路 の 安全 確保 な 




















豊か な 子ども の 学び を 保障 する た め に は 、 条 件 整備 が 不可 欠 で す 。 よ っ て 、 国 及び 政府 
関係 機関 に お いて は 、 令 和 2 年 度 政 府 予 算 編成 に お いて 次 の 事項 を 実現 する よう 強く 求め 











ます 。 

















記 





1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OECD 


を 整備 する た め 、30 人 以下 学級 を 目指 すこ と 。 






































諸国 並み の 豊か な 教育 環境 














2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 堅持 と と 
も に 国 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 










































































3 学校 施設 整備 費 、 就 学 援助 ・ 奨 学 金 、 学 校 ・ 通 学 路 の 安全 対策 な ど 、 教 育 予 算 の 充実 
の た め 、 地 方 交付 税 を 含む 国 の 予算 を 拡充 する こと 。 























4 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 











以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基 づ 



































を 推進 する こと 。 























き 意 見 書 を 提出 し 3 





7【T 


す 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 28 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 
【 件 名 】「 被 災 児 童 生徒 就学 支援 等 事業 交付 金 」 の 継続 を 求め る 意見 書 












































「 被 災 児 童 生 徒 就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 」 は 、 東 日 本 大 震 災 で 被災 を し 、 経 済 的 理由 
に より 就学 等 が 困難 と な っ た 子ども を 対象 に 、 当初 は 、 平成 26 年 度 ま で の 間 に 必 要 な 就学 














支援 を 行う こと が で きる よう 創設 され 、 平 成 27 年 度 か ら は 、 基金 方 式 で は な い 「 被 災 児 音 
生徒 就学 支援 等 事業 交付 金 」 と し て 支援 が 継続 され て きま し た 。 

交付 金 に よる 支援 を 受け て いる 子ども は 全国 に 及び 、 学 校 現場 か ら も 事業 の 継続 を 強く 
望む 声 が 届い て いま す 。 子 ども た ちの 就学 ・ 修 学 の た め に は 、 長 期 的 な 支援 が な く て は な 
り ま せん 。 
よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に お いて は 、 令 和 2 年 度 以降 も 全額 国費 で 支援 する 「 和 被災 
児童 生徒 就学 文 援 等 事業 交付 金 」 を 継続 する よう 、 強 く 要 望 し ます 。 






































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 6 月 28 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 財務 大 臣 厚生 労働 大 臣 


【 件 名 】 国 民 健康 保険 に お ける 子ども に 係る 被 保険 者 均等 割 額 の 免除 を 求め る 意見 
書 

















型 民 健康 保険 は 、 国 民 皆 保険 の 中 核 的 役割 を 担う と と も に 、 医 療 の モ セー フ テ ィ ネッ ト と 
し て 国民 の 健康 を 支え を て いま す が 、 そ の 加入 者 の うち 、 無 職 や 非 正規 雇用 な どの 低 所 得 者 
が 占め る 割合 が 増加 傾向 に あり ます 。 
国民 健康 保険 税 の 彼 保 険 者 均等 割 額 (以下 「 均 等 割 」 と 略し ます ) は 、 国 民 健康 保険 の 
加入 者 一 人 ひと り に 対し 、 負 担 能 力 に 関係 な く 均 等 に か か る 部 分 で あり 、 世 帯 人 数 が 多い 
ほど 保険 税 ( 料 ) が 高く な る 仕組 み に な っ て いま す 。 こ の 仕組 み は 、 家 族 に 子ども が 増え 
る と 保険 税 の 負担 が 重く な る た め 、 子 育て に 関す る 様々 な 負担 軽減 策 を 進め て いる 地方 公 
共 団 体 の 政策 と も 相容れない も の と な っ て いま す 。 ま た 同じ 医療 保険 制度 で あり な が ら 、 
彼 用 者 保険 の 組合 管掌 健康 保険 や 全国 健康 保険 協会 管掌 健康 保険 に は 存在 しない 負担 で 
す 。 な お 、 均 等 割 を 単に 廃止 する と 、 他 の 被 保険 者 の 負担 や 自治 体 の 負担 が 増す こと に も 
つなが る 恐れ が ある た め 、 廃 目 に 伴う 保険 税収 入 の 減額 分 は 全て 国 が 負担 すべ き と 考 えま 
す 。 

将来 に わた り 国 民 皆 保険 制度 を 堅持 し て いく た め 、 平成 30 年 4 月 1 日 に 「 持 続 可 能 な 医 
療 保 険 制 度 を 構築 する た め の 国 民 健 康 保険 法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 」 が 施行 され まし た 
が 、 そ の 施行 に あたり 、 参 議院 厚生 労働 委員 会 が 子ども の 均等 割 保険 料 の 軽減 措置 に つい 
て 、「 引 き 続 き 議論 する こと 」 と いう 附帯 決議 を 提出 し て いま す 。 さ ら に 、 全 国 知事 会 、 全 
民 市 長 会 か ら 国 に 対し て 、 子 ども の 均等 割 の 軽減 を 図る 予算 要望 が 3 年 連続 で 提出 され て 
お り 、 全 国 的 な 課題 で も る こと は 明らか で あり ます 。 
よっ て 国 及 び 政 府 関係 機関 に お いて は 、 子 育て 支援 の 観点 か ら 18 歳 以下 の 子ども に 係る 
国民 健康 保険 税 ( 料 ) に お ける 均等 割 に つい て 、 他 の 医療 保険 制度 と の 公平 性 を 保ち つつ 、 
型 の 負担 に よる 免除 を 実施 する よう 強く 求め ます 。 

















































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








葛巻 町 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 
【 提 出 先 】 内閣 
【 件 名 】 新 た 





過疎 対策 に つい て 
特別 措置 法 の 制定 に 
の 整備 や 産業 の 振興 


























元 年 7 月 12 日 
総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 国土 交通 大 臣 
な 過疎 対策 法 の 制定 に 関す る 意見 書 

















は 、 昭 和 45 年 に 「 過 疎 地 域 対策 緊急 措置 法 」 制 定 以来 、4 次 に わた る 
より 、 総 合 的 な 過疎 対策 事業 が 実施 され 、 過 疎 地域 に お ける 生活 環境 
な か など 一 定 の 成果 を 上 げた と ころ で ある 。 












































[ 





し か し な が ら 、 依 然 と し て 多く の 集落 が 消滅 の 危機 に 賞 し 、 ま た 、 森 林 管 理 の 放置 に よ 
る 森林 の 荒廃 や 度 重なる 喪 雨 ・ 地 震 等 の 発生 に よる 林地 月 壊 、 河 川 の 池 溢 な ど 、 極 め て 深 





刻 な 状況 に 直面 し て 
過疎 地域 は 、 我 が 
地域 で あり 、 都 市 に 
の 場 の 提供 、 災 害 の 
過疎 地域 が 果たし 
は 過疎 地域 の 住民 に 































































































いる 。 
国 の 国土 の 過半 を 占め 、 豊 か な 自然 や 歴史 ・ 文 化 を 有する ふる さと の 
対す る 食料 ・ 水 ・ エ ネル ギー の 供給 、 国 土 ・ 自 然 環 境 の 保全 、 い や し 
防止 、 森 林 に よる 地球 温暖 化 の 防止 な ど に 多大 な 真 献 を し て いる 。 
て いる この よう な 多面 的 ・ 公 益 的 機能 は 国民 共有 の 財産 で や り 、 そ れ 
よっ て 支え られ て きた も の で ある 。 



































































































































現行 の 「 過 疎 地域 自立 促進 特別 措置 法 」 は 令 和 3 年 3 月 末 を も っ て 失効 する こと と な る 











が 、 過 疎 地 域 が 果 た 
き 、 過 疎 地 域 に 対し 
く 政策 を 確立 ・ 推 進 
過疎 地域 が 、 そ こ 
持 さ れる こと は 、 同 
ある こと か ら 、 引 き 
よっ て 、 新 た な 過 






































し て いる 多面 的 ・ 公 益 的 機能 を 今後 も 維持 し て いく た め に は 、 引 き 続 
て 総合 的 か つ 積 極 的 な 支援 を 充実 ・ 強 化し 、 住 民 の 暮らし を 支え て い 
する こと が 重要 で ある 。 
に 住み 続け る 住民 に と っ て 安心 ・ 安 全 に 暮らせ る 地域 と し て 健全 に 維 
時 に 、 都 市 を も 含め た 国民 全体 の 安心 ・ 安 全 な 生活 に 寄与 する も の で 
続き 総合 的 な 過疎 対策 を 充実 ・ 強 化 さ せる こと が 必要 で ある 。 

貴 対 策 法 の 制定 を 強く 要望 する 。 































































































以上 、 地 方 自治 法 

















第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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